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Ⅰ  多摩ニュータウン環境組合の財務書類の公表について 

 

１  地方公会計制度の概要 

 

国・地方公共団体の公会計制度は、これまで現金収支に着目した単式簿記が採用されて

きました。ところが単式簿記は、発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去か

ら積み上げた資産や負債などの状況を把握できないこと、また減価償却や引当金といった

会計手続きの概念がありませんでした。 

平成１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

が成立したことにより、地方の資産・債務改革の一環として、自治体の資産や債務の管理

に必要な公会計をさらに整備することを目的に、総務省では「新地方公会計制度研究会」

が発足しました。同研究会からは平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」が

公表され、続けて同年８月には「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」が示されました。 

この指針では、地方公共団体の公会計の整備について、国の作成基準に準拠した新たな

方式による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算

書）の作成及び開示を行うよう、地方公共団体に対して要請がありました。 

この要請に基づき各地方公共団体では公会計の整備を進めていきましたが、総務省は新

地方公会計制度の導入にあたり、「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の二つのモ

デルを示していました。東京都は東京都方式、大阪府は大阪府方式とありましたが、複数

あることで他団体との比較ができない等の問題が生じていたため、平成２５年８月に「研

究会中間とりまとめ」が公表され、平成２６年３月に「地方自治体における固定資産台帳

の整備等に関する作業部会報告書」「財務書類作成基準に関する作業部会報告書」が公表

されました。 

そして、平成２７年 1月に統一的な基準による地方公会計マニュアルが公表され、一部事

務組合を含むすべての地方公共団体へこの統一的な基準での財務書類を平成３０年３月ま

でに作成するよう要請されました。 
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２  多摩ニュータウン環境組合の取り組み 

 

多摩ニュータウン環境組合では、平成２７年度決算から、「統一的な基準」により、固

定資産台帳の整備を行いました。そのうえで同年度決算から財務書類を作成しています。 

このことにより、現金の取引情報にとどまらず資産や負債の状況も把握できるようにな

りました。住民にとっても多摩ニュータウン環境組合の財務状況がどういったものである

かを判断することが出来る材料の 1つになっていくものと考えられます。 

 

３  統一的な基準の特徴 
 

統一的な基準による財務書類は、主に以下のような特徴を有しています。 

 

① 複式簿記・発生主義の導入 

会計処理方法として複式簿記・発生主義会計を採用し、歳入歳出データから複式仕

訳を作成することにより、現金取引（歳入・歳出）のみならず、すべてのフロー情報

（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）及びストック情報（資産・負債・

純資産の期末残高）を網羅的かつ誘導的に記録・表示すること。 

 

② 固定資産台帳の整備 

「経済財政運営と改革の基本方針２０１４～デフレから好循環拡大へ～」（平成 

２６年６月２４日閣議決定）において、「各地方公共団体の財政状況が一層比較 

可能となるよう、統一的な基準による地方公会計の整備を促進する。あわせて、 

ＩＣＴを活用して、固定資産台帳等を整備し、事業や公共施設等のマネジメント 

も促進する」とされたことを踏まえ、決算情報（決算分析のための情報）の作成・ 

開示のみならず、事業や公共施設等のマネジメントの促進をも可能とする勘定科 

目体系を備えていること。 

 

③ 比較可能性の確保 

各地方公共団体が、統一的な基準による財務書類を作成・開示することにより、 

全般的な財務状況をより多面的かつ合理的に明らかにすることを通じて、住民や 

議会等に対するより一層の説明責任を果たすとともに、資産債務改革や予算編成を 

含む行財政改革に積極的に活用され、限られた財源を「賢く使うこと」が期待され 

ること。 
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４  作成基準日 

 

作成基準日は、各会計年度の最終日となります。今回の令和３年度決算分では令和４年３

月３１日となります。なお、地方公共団体に設けられている出納整理期間（翌年度４月１日

から５月３１日までの間）の収支については、基準日までに終了したものとみなして取り扱

っています。 

 

５  作成対象とする範囲 

 

※多摩ニュータウン環境組合では特別会計がなく、一般会計等と組合全体が同範囲となります。また、

連結財務書類の対象範囲となるような第三セクター等の関連団体はありませんが、東京都市町村

職員退職手当組合をみなし連結処理するため連結財務書類を作成しております。 

 

 

６ 財務書類間の相互関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 貸借対照表の資産のうち、「現金預金」の金額は資金収支計算書の本年度末現金預金残高と

一致します。 

② 行政コスト計算書の「純行政コスト」と純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致します（純行政

コストは純資産の減少要因となる為、純資産変動計算書上はマイナス表記となります）。 

③ 貸借対照表の純資産合計の金額は、純資産変動計算書の本年度純資産残高と一致します。 

名　　　称

一部事務組合等 東京都市町村職員退職手当組合※

一般会計
連結

区　　　分

全体 一般会計等
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Ⅱ  多摩ニュータウン環境組合の財務書類について 

 

１ 貸借対照表（令和４年３月３１日） 

地方公共団体の決算書は、１年間で、どのような収入がいくらあり、その収入を何にいくら使った

か、という単年度の状況は把握できますが、現在、どれだけの資産や負債があるのか、という情報は把

握ができません。 

この貸借対照表では、基準日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。 

左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。 

右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表

しています。 

「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一

方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、また

は国、都が負担した分となります。 

 

資産は、長期的に使用が見込まれる固定資産と、約 1 年以内程度に使用される流動資産に分類されま

す。また、負債についても、長期間に渡って返済を行う固定負債と、約 1年程度で決済をする流動負債に

分離されます。これらに区分される勘定科目と具体例は下記の通りです。 

 

各区分 勘定科目の例 具体例など 

固定資産 

 

事業用資産 

インフラ資産 

物品 

無形固定資産 

有価証券 

長期延滞債権 

長期貸付金 

基金（固定資産） 

庁舎や施設家屋や建物に付随する設備等 

道路や橋梁、上下水道設備など 

車両や事務機器など 

ソフトウェアなど 

株券、公社債券など 

滞納金などのうち前年以前のもの 

貸付金（自治法 240 条 1 項） 

施設整備基金や減債基金（固定）など 

流動資産 

  

 

現金預金 

未収金 

基金（流動資産） 

棚卸資産 

手許現金や普通預金 

税金や使用料などの未収金 

財政基金や減債基金など 

売却目的の資産 

固定負債 地方債 

退職手当引当金 

その他 

地方公共団体で発行する債権（長期のもの） 

職員に対する期末要支給退職金の見積額 

リース契約における未経過支払額など 

流動負債 未払金 

預り金 

賞与引当金 

支払の確定した費用等の請求額 

職員給与に係る源泉税等他者から預かったもの 

支給予定の賞与に対する期間対応分 
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貸借対照表 2期比較 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

資産及び負債の増減については、主に下記の項目に変動がありました。 

①事業用資産の減少 

・・・新規有形固定資産の取得（31,900千円）に対し、減価償却費の計上は 292,566千円であった

ため、資産の合計額が減少しました。 

 ②基金（固定資産）の増減 

  ・・・公共施設整備基金と退職手当組合持分は、それぞれ 25,237千円・874千円増加しました。 

③流動資産の増加 

・・・財政調整基金の増加（75,236千円）および現金預金が減少（50,387千円）しました。 

 ④負債の増加について 

   ・・・当組合は地方債が無いため、負債の増減は、退職手当引当金および賞与引当金がそれぞれ

3,426千円・4千円増加によるものです。   

令和3年度 構成比 令和2年度 構成比 増減

6,694,191 88.2% 6,925,319 88.8% △ 231,128

5,996,754 79.0% 6,257,420 80.3% △ 260,666

ａ　事業用資産 5,994,138 79.0% 6,253,302 20.7% △ 259,164

ｂ　インフラ資産 0 0.0% 0 0.0% 0

ｃ　物品 2,616 0.0% 4,118 0.1% △ 1,502

0 0.0% 0 0.0% 0

697,436 9.2% 667,900 8.6% 29,536

895,431 11.8% 870,582 11.2% 24,849

86,255 1.1% 136,642 1.8% △ 50,387

809,176 10.7% 733,940 9.4% 75,236

0 0.0% 0 0.0% 0

7,589,622 100.0% 7,795,901 100.0% △ 206,279

40,011 0.5% 36,585 0.5% 3,426

0 0.0% 0 0.0% 0

40,011 0.5% 36,585 0.5% 3,426

0 0.0% 0 0.0% 0

13,550 0.2% 13,545 0.2% 5

0 0.0% 0 0.0% 0

13,544 0.2% 13,540 0.2% 4

6 0.0% 5 0.0% 1

53,561 0.7% 50,130 0.6% 3,431

7,536,061 99.3% 7,745,771 99.4% △ 209,710

7,589,622 100.0% 7,795,901 100.0% △ 206,279

B　負債の部

A　資産の部

１　固定資産

１　有形固定資産

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

２　流動資産

現金預金

基金

その他

資産合計

負債・純資産合計

１　固定負債

a 地方債

b　退職手当引当金

ｃ　その他

２　流動負債

a　1年内償還予定地方債

b　賞与等引当金

c　その他

負債合計

C　純資産の部

純資産合計
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２  行政コスト計算書（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコス

トのうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ

スに要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、

減価償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまで含まれます。 

さらに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受

益者負担がどの程度あったかを把握することができます。 

経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは、受益者負担以外の市町村税や地

方交付税，国庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになりま

す。 

こうしたコストを把握することは、組合の内部的には行政活動の効率性につながり、また、

単年度の資産形成支出の多寡にのみ着目せずに、長期的なコスト意識を醸成することにも

つながるものと考えられます。さらにこれらのコストに対し、使用料等がどうであったかを

明らかにすることもできます。 

 

各区分 勘定科目の分類 具体例など 

経常費用 

 

業務費用 

・人件費 

 

・物件費等 

 

・その他業務費用 

 

移転費用 

 

 

職員給与費や賞与等および退職手当引当金繰

入額など 

職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費、施設

等の維持修繕にかかる経費や減価償却費など 

支払利息や保険料など 

 

住民への補助金など 

経常収益 

  

 

使用料及び手数料 

 

その他 

 

財やサービスの対価として徴収する手数料等の

金銭 

預金利子やリサイクル品の売払収入など 

 

臨時損失 

および 

臨時利益 

 災害などの復旧にかかる費用や組合の資産等を

売却・除却した際の損益など 

 

 



7 

 

行政コスト計算書 2期比較 

 

純行政コストの増減の特徴については以下の内容となっております。 

①業務費用の増加 

職員数に変動があり、人件費は 6,040千円減少しました。 

物件費等の増加・・・物件費の増加     13,994千円 

          維持補修費の増加   32,179千円 

          減価償却費の増加    1,195千円 

②経常収益の減少 

その他経常収益は 382,735千円から 370,256千円に減少（△12,479千円）しまし

た。 

その他経常収益の主な内容（カッコ内は前年度増減） 

    他団体ごみ処理費収入  180,693千円（△ 6,561千円） 

    鉄くず等売却収入     50,426千円（ 23,212千円） 

    余剰電力売却収入    133,781千円（△18,358千円） 

    その他          5,356千円（△10,772千円） 

令和3年度 構成比 令和2年度 構成比 増減

1,628,353 99.9% 1,587,083 62.4% 41,270

①　人件費 168,312 10.3% 174,352 11.0% △ 6,040

②　物件費等 1,458,575 89.5% 1,411,207 88.8% 47,368

③　その他の業務費用 1,466 0.1% 1,524 0.1% △ 58

1,287 0.1% 2,659 0.2% △ 1,372

①　補助金等 1,287 0.1% 2,653 0.2% △ 1,366

②　社会保障給付 0 0.0% 0 0.0% 0

③　その他 0 0.0% 7 0.0% △ 7

1,629,640 100.0% 1,589,742 100.0% 39,898

121 7.5% 120 0.0% 1

370,256 100.0% 382,735 100.0% △ 12,479

370,376 100.0% 382,856 100.0% △ 12,480

1,259,263 1,206,887 52,376

0 - 9,767 - △ 9,767

0 - 0 - 0

0 - 9,767 - △ 9,767

1,259,263 - 1,216,654 - 42,609

a 使用料及び手数料

A　経常費用

a 業務費用

b 移転費用

経常費用合計

B　経常収益

臨時損益合計

E　純行政コスト

ｂ その他

経常収益合計

C　純経常行政コスト（Ａ-Ｂ）

D　臨時損益

a 臨時損失

ｂ 臨時利益
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３  純資産変動計算書（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、政策形成上１年間でどのような要因で増

減したかを表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。 

行政コスト計算書には計上されていない、構成市負担金、国・都等からの補助金等が、

本表の財源に計上されています。また、行政コスト計算書の純行政コストの額を記載しま

す（純資産変動計算書上はマイナス要因です）。 

 

主な勘定科目 具体例など 

純行政コスト 

 

財源 

・税収等 

・国県等補助金 

資産評価差額 

無償所管換等 

その他 

行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービス

など、資産形成につながらない行政サービスに係る費用 

 

地方税や地方交付税、構成市からの負担金等 

国庫支出金および都道府県支出金など 

有価証券等の評価差額 

無償にて譲渡又は取得した固定資産の評価額など 

調査判明など上記以外の純資産変動 

 

純資産変動計算書 2期比較 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

※純行政コストは純資産の減少要因の為、純資産変動計算書ではマイナス表記となります。 

 

本年度純資産変動額の減少について 

財源、税収等は全年度より減少（△1,439千円）し、行政コスト増加などと合わせた

当期純資産変動額は△209,710千円となりました。 

令和3年度 令和2年度 増減

△ 1,259,263 △ 1,216,654 △ 42,609

1,049,553 1,050,992 △ 1,439

1,048,880 1,050,319 △ 1,439

673 673 0

0 0 0

0 0 0

- - -

△ 209,710 △ 165,661 △ 44,049

7,745,771 7,911,433 △ 165,662

7,536,061 7,745,771 △ 209,710

Ⅲ　資産評価差額

Ⅰ　純行政コスト

Ⅱ　財源

a　税収等

b　国県等補助金

Ⅳ　無償所管換等

Ⅴ　その他

A当期純資産変動額

B　期首純資産残高

C　期末純資産残高（Ａ+Ｂ）
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４  資金収支計算書（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を、業務活動収

支・投資活動収支・財務活動収支の３区分にわけ、どのような活動に資金が必要であった

かを示しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の資金の金額

と一致します。 

 業務活動収支は、日常の行政サービスを行う上での収支を表しています。投資活動収支

は、資産形成に関する収支を言います。財務活動収支とは、地方債等の借入や償還に関す

る収支を言います。 

 

各区分 勘定科目の区分 具体例など 

業務活動収支 

 

業務費用支出 

 

移転費用支出 

 

業務収入 

 

臨時支出 

 

臨時収入 

人件費、維持補修費や物件費等の経常的支出 

 

補助金等の支出 

 

税収や負担金の収入、使用料・手数料等の収入な

ど 

災害復旧費等の支出など 

 

上記以外の臨時的な収入 

投資活動収支 

  

 

投資活動支出 

 

 

投資活動収入 

固定資産の取得費や各種基金等の積立金支出、

貸付金の支出など 

 

公共資産取得の財源に充当した国県等補助金収

入、資産売却収入、基金取崩による収入など 

財務活動収支 財務活動支出 

 

財務活動収入 

地方債の元本償還の支出など 

 

地方債発行収入など 

歳計外現金  預り金など決算書に記載されない金銭 
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資金収支計算書二期比較 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

現金預金残高の減少について 

本年度末現金預金残高が前年度より減少している理由は、以下の通りです。 

①業務活動収支の収入増の原因：その他の業務収入は 14,792千円減少したものの、物件

費や維持補修費等の業務支出が 36,776千円増加したため、51,567千円の収入減少とな

りました。 

 

②投資活動収支の支出増加理由：今年度も基金の繰入が取崩しを上回っており、差引前年

度と比べ 23,136千円の支出増でした。 

 

③財務活動収支は、該当取引がありません。 

  

令和3年度 令和2年度 増減

81,986 133,553 △ 51,567

a 業務支出 1,337,070 1,300,294 36,776

　　うち支払利息支出 0 0 0

b 業務収入 1,419,056 1,433,848 △ 14,792

c 臨時支出 0 0 0

d 臨時収入 0 0 0

△ 132,374 △ 109,238 △ 23,136

a 投資活動支出 234,571 195,354 39,217

b 投資活動収入 102,197 86,116 16,081

0 0 0

a 財務活動支出 0 0 0

b 財務活動収入 0 0 0

△ 50,388 24,315 △ 74,703

136,637 112,322 24,315

86,249 136,637 △ 50,388

5 284 △ 279

0 △ 279 279

6 5 1

86,255 136,642 △ 50,387

B　前年度末資金残高

Ⅰ．業務活動収支

Ⅱ．投資活動収支

Ⅲ．財務活動収支

A　本年度資金収支額

C　本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高
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  

Ⅲ  多摩ニュータウン環境組合の財務書類分析(指標) 

 財務分析における各指標は総務省公表の「地方公会計の活用の促進に関する研究会」

のものを採用しております。また一部の指標については該当指数が無いため、０と表記

しております。なお、一部の指標を算出に用いた人口は構成市における処理区域人口（多

摩ニュータウン環境組合 ホームページ参照）を使用しております。 

 

１ 指標の解説 

 

 
 

 

 

計算式

住民1人当たり資産額（円）
資産額を人口で除して一人当たりの資産額を計算し
ます。

資産額÷人口

歳入額対資産比率
これまで形成された資産が、歳入の何年分に相当す
るかを表すことで、資産の形成度合いを測ることがで
きます。

資産額÷（歳入総額（当期）＋前期末資金残高）

資産老朽化比率
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過して
いるかを全体的に把握でします。

（減価償却累計額÷償却資産取得価額）×１００

計算式

純資産比率
純資産の変動により将来世代と現世代との負担割合
の変動を表します。

（純資産額÷資産額）×１００

社会資本等形成の世代間負担比率 
（将来世代負担比率）

社会資本等が、どの程度の割合で、将来償還する地
方債によって形成されたかを表します。

（地方債残高÷有形固定資産）×１００

計算式

基礎的財政収支（プライマリーバランス）（円）
地方債等の償還および発行を除いた歳出と歳入のバ
ランスを保って運営されているかを測ります。

業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支

債務償還可能年数
実質債務残高が償還財源の何年分にあたるか（債務
償還能力）を表します。

実質債務÷償還財源上限額（業務活動収支）

計算式

住民一人当たり行政コスト（円）
行政コストを人口で除して一人当たりのコストを計算
することで、行政活動の効率性を測定します。

純行政コスト÷人口

計算式

行政コスト対税収等比率
税収等のうちどれだけが資産形成を伴わない行政コ
ストに費消されたかを把握できます。

（純経常行政コスト÷一般財源＋補助金等受入）×１００

計算式

受益者負担の割合
行政サービス提供に対する受益者負担割合を測るこ
とができます。

（経常収益÷経常費用）×１００

自
律
性

財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）？

将来世代に残る資産はどのくらいあるか？

将来世代と現世代との負担の分担は適切か？

資産形成を行う余裕はどのくらいあるか？

行政サービスは効率的に提供されているか？

歳入はどのくらい税収等で賄われているか？

資
産
形
成
度

世
代
間
公
平
性

持
続
可
能
性

効
率
性

弾
力
性
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２ 多摩ニュータウン環境組合の指標 

 

  
  ※網掛は 3 年間で最も低い指標値を示しています。 

 

【指標から見た組合の全体像】 

①住民一人当たりの資産額や純資産比率は年々減少傾向にあります。これは資産の老朽化

による価値減少による影響が表れているものと思われます。 

 

②地方債が無いため、社会資本等形成負担比率や債務償還年数は ０です。言わば過去～現

役世代の負担によって組合の資産が形成されているということです。 

 

③構成市負担金の減少に加え、廃品の処分収入などが減少したため、今年度はプライマリー

バランスがマイナスとなりました。 

 

施設の老朽化は年々進行しております。今年度は維持補修費などが増加しており、この傾

向は今後も続くと考えます。また、負担金＜行政コストの状況が続いており、主要施設の

維持補修や更新への備えと安定した運営を継続するためには、綿密な財政計画の策定が

必要と考えます。 

指標一覧

R3 R2 R1 解　説

住民1人当たり
資産額（円）※

29,230.76 30,025.23 30,683.09
減価償却費計上による資産総額の減少の結果、一人当たりの
資産額は減少しました。

歳入額対資産比率 4.58 4.78 4.33
資産額は、歳入のおよそ4年分余りの規模で推移しています。歳
入が減少したことによる数値の変化がみられます。

資産老朽化比率 81.87% 81.06% 80.25%
現状、維持補修費等で対策を講じていますが、処理施設の建物
等は年々老朽化が進行しております。

純資産比率 96.67% 99.36% 99.24%
資産形成にかかる債務が無く、全ての資産は現世代の負担に
よって形成されております。

社会資本等形成の
世代間負担比率 
（将来世代負担比率）

0.00% 0.00% 0.00%
債務の償還が完了しているため、指標の数値は０です。将来世
代の負担は無いことを表しています。

基礎的財政収支（円）
（プライマリーバランス）

-50,388,041 24,315,208 -36,203,202
今年度は、物件費等の増加や業務収入減少となった一方で、基
金積立等投資活動の支出増で、再びマイナスとなりました。

債務償還可能年数 0.00% 0.00% 0.00% 債務の償還が完了しているため、指標の数値は０です。

効
率
性

住民一人当たり
行政コスト（円）※

4,850 4,686 5,675 純行政コストのが増加したため、増加に転じました。

弾
力
性

行政コスト対税収等比率 119.90% 115.76% 141.31%
数値は前年とほぼ横ばいです。依然として行政コストが税収等
を上回っている状態が続いています。

自
律
性

受益者負担の割合 22.73% 24.08% 21.35%
経常収入のうち、区域外のゴミ処理費（八王子市）と余剰電力売
却収入が大半を占めております。行政コストが増加したことに伴
い、割合は減少しました。

※令和4年4月1日より処理区域再編のため、令和3年4月1日時点の処理区域人口を用いて計算しております。

資
産
形
成
度

世
代
間
公
平
性

持
続
可
能
性

【経年比較】


